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平成３１年度鳥取県医師会事業計画 

 

事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

 

１．医道の高揚に関する事項  【公１】 

（１）医の倫理の高揚   【公１－①医道高揚対策事業 】 

① 地区医師会との緊密な連携のもと、医師の良識と社会的使命を基盤として医の倫理の高揚に 
努める。 

② 公益･社会の福祉に資する専門職としての自覚、医師相互間の社会性の確立、医師会団体秩序の 
維持に努める。 

③ 日医提唱の「医師の職業倫理指針(改訂版)」の普及促進を図る。 
④ 「ピア･レヴュー」（同一専門家による評価・同僚審査）を行い、保険診療のみならず、医療全般 

に対する県民からの更なる信頼の確立に努める。 
 

（２）自浄作用活性化対策   【公１－①医道高揚対策事業 】 

① 自浄作用活性化の推進を図る。 
② 日本医師会「自浄作用活性化推進に向けて」を周知するともに、実践の推進を図る。 

 

 

 

２．医学教育の向上に関する事項  【公１】 

（１）医学会の開催   【公１－②医学向上事業 】 

① 鳥取県医学会を年１回開催する。 
② 会員の研究発表をはじめ、専門医共通講習にかかる講演などを行うことにより、医学･医術の 

向上を図る。 

 

 

 

 

 

○印は会内の会議等 

※印は部外の会議等 

【公１】学術及び科学技術の振興を目的とする事業 

【公２】公衆衛生の向上を目的とする事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○職業倫理・自浄作用活性化委員会 

 

 

 

 

 

 

 

○鳥取県医学会（ 2019.6.2 ） 

西部医師会館 運営担当：博愛病院 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

 

（２）医学研究の奨励   【公１－②医学向上事業 】 

① 鳥取医学雑誌に投稿のあった論文の中から優秀な論文を選定し、「鳥取医学賞」を授与する。 

対象となった論文については、「会員総会」において講演していただく。 

② 「鳥取医学雑誌新人優秀論文賞」により、若い医師の医学研究意欲を促し、医学研究を奨励する。 

 

 

３．医学と関連科学との総合進歩に関する事項  【公１】 

（１）医療安全対策   【公１－②医学向上事業 】 

① 日本医師会が過去の医療事故事例を分析し、医療事故削減・再発防止を視点としてまとめた 
冊子『医療関係事例から学ぶ』を周知し、更なる医療安全に資する。 

② 日本医師会「医療従事者のための医療安全対策マニュアル」を周知するとともに、実践の推進を 
図る。 

③ 「産科医療補償制度」の周知及び参加を推奨する。（分娩のある１９医療機関は全て加入済み） 
④ 相談窓口を設置し、患者、家族等県民からの医療、健康に関する相談に対応するとともに、 

県の医療相談窓口「医療安全支援センター」との情報交換、連携を図る。 
⑤ 平成２７年１０月スタートした医療事故調査制度について、「医療事故調査等支援団体」として 

の相談の受付、初期支援等を行なう。 
⑥ 県内の支援団体で組織する「鳥取県医療事故調査支援団体等連絡協議会」を主宰し、各団体間 

のマンパワー、保有情報、役割分担等を協議し、情報共有を図るなど連携を強化する。 
⑦ 支援団体としての運営実務等に関するセミナー、講演会等に役員･職員を派遣する。 

 
（２）鳥取医学雑誌の発行   【公１－②医学向上事業】 

① 鳥取医学雑誌の編集、発行を行なう。（年４回発行） 
② 鳥取県医学会での会員研究発表の抄録を鳥取医学雑誌へ掲載する。 
③ 鳥取県医学会での会員研究発表の中から「学会長推薦演題」を選定し、鳥取医学雑誌への 

投稿を勧める。 
④ 会員に対し積極的な投稿を呼びかける。 
⑤ 鳥取大学の各医局及び主な病院へ論文の投稿を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○医療安全対策委員会 

※鳥取県医療安全推進協議会 

 

 

 

 

 

 

 

○鳥取県医療事故調査等支援団体 

連絡協議会 

 

 

 

○鳥取医学雑誌編集委員会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

 

４．医師の生涯研修に関する事項  【公１】 

（１）日本医師会生涯教育制度の推進   【公１－②医学向上事業 】 

① 「日本医師会生涯教育制度」実施要綱に基づき、生涯教育の推進を図る。 
② 日本医師会生涯教育講座を開催する。 
③ 「全国医師会研修管理システム」に参画、協力する。 

 

（２）日医かかりつけ医機能研修の実施   【公１－②医学向上事業 】 

① 地域住民から信頼される「かかりつけ医機能」のあるべき姿を評価し、その能力を維持・向上 
するための研修を実施する。 

② 基本研修、応用研修、実施研修の３区分の要件を満たした会員に対して「認定証」を交付する。 
 

（３）日本専門医機構との連携   【公１－②医学向上事業 】 

① 専門医の認定･更新に協力する。 
② 専門医の認定･更新に必要な教育研修を行なう。（必修：医療安全、感染症対策、医療倫理） 

 

 

５．医学、医療の国際交流に関する事項  【公１】 

（１）鳥取大学等との連絡協調   【公１－②医学向上事業 】 

① 国立大学法人鳥取大学との連携を強化する。 
② 医学、医療に関する諸団体との連携を強化する。 

 

（２）医学、医療の国際交流   【公１－②医学向上事業 】 

① 諸外国との医学、医療の国際交流を図る。 

② 世界医師会の会員登録を行ない、国際交流を図る。 

 

（３）国際交流の推進   【公１－②医学向上事業 】 

① 県内で開催される国際交流事業に協力する。 
② 外国人バリアフリーの推進として、外国人の診療対応医療機関登録制度に協力する。 

 

 

 

 

 

○生涯教育委員会 

 

 

 

 

○日医かかりつけ医機能研修制度 

平成３１年度応用研修会 

（ 日医ＴＶ配信 2019.5.26 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※鳥取大学経営協議会 

※鳥取大学関連管理型病院協議会 

 

 

 

 

 

 

※鳥取県国際交流財団 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

６．公衆衛生の指導啓発に関する事項  【公２】 

（１）公衆衛生活動への協力   【公２－①公衆衛生活動事業 】 

① 関係団体との連携を図り、各種公衆衛生活動へ協力する。 
（公衆衛生協会、保健事業団、社会福祉協議会、社会福祉審議会、医療情報研究会、 

山陰地区感染症懇話会、臓器アイバンク等） 
② 「鳥取県獣医師会との学術協力の推進に関する協定（平成２６年８月２１日締結）」に基づき、 
ヒトと動物の共通感染症対策（ワンヘルス）として「重症熱性血小板感染症（ＳＦＴＳ）に関する 
講演会」を開催する。 

 
（２）健康づくり文化の創造推進   【公２－①公衆衛生活動事業 】 

① 県が進める健康づくり文化創造推進事業に協力する。 
 

（３）県民健康教育活動の展開   【公２－①公衆衛生活動事業 】 
① 県民への健康教育に資するため公開健康講座を毎月１回開催する。 
②「保健の窓」「健康なんでも相談室」を日本海新聞に掲載し県民健康教育の充実を図る。 
③ 生活習慣病対策セミナーを地区医師会の協力のもと開催する。 
④ 健康医療相談（毎週木曜日）を継続運営する。 
⑤ 県教育委員会が主宰する生涯学習「とっとり県民カレッジ」事業へ協力する。 

 
 

７．地域医療の推進発展に関する事項  【公２】 

（１）救急医療対策   【公２－②地域医療推進対策事業 】 

① 県立中央病院及び鳥取大学医学部附属病院の「救命救急センター」の運営に協力し、救急医療 
体制の確保・充実に努める。 

② ＡＣＬＳ、ＪＰＴＥＣの研修会を開催する。 
③ 救急告示医療機関、平日夜間及び休日急患診療所、病院群輪番制の連携により救急医療体制の 

充実を図る。特に４月から５月におけるいわゆる１０連休中における救急医療体制の確保を図る。 
④ 救命救急医療体制、へき地医療対策、空港における救急医療体制に協力する。 
⑤ メディカルコントロール体制に協力する。 
⑥ 平成３０年３月２６日運航開始、鳥取大学医学部附属病院に配置された鳥取県ドクターヘリ 

 

 

 

 

 

 

○ＳＦＴＳに関する講演会 

（2019.4.14 米子市） 

 

 

 

※鳥取県健康づくり文化創造推進 

県民会議 

 

○公開健康講座（毎月１回、第３木曜日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○救急･災害対策委員会 

 

 

※鳥取県救急搬送高度化推進協議会 

 

 

※メディカルコントロール協議会 

※鳥取県ドクターヘリ運航調整委員会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

（通称「KANSAI･おしどり」）をはじめ、公立豊岡病院ドクターヘリ、消防防災ヘリを活用した 
救急医療体制に協力する。 

⑦ 鳥取県ＤＭＡＴ連絡協議会に参加する。 

 

 

（２）防災対策   【公２－②地域医療推進対策事業 】 

① 「災害時の医療救護活動に関する協定書」（24.8.31 知事との協定締結）により、鳥取県から 
医療救護班の派遣要請があった場合に協力する。 

② 鳥取県災害医療活動指針に基づき、県災害医療コーディネーターとして、県から召集があった 
場合に、県内外の医療救護班等の派遣調整及び受け入れ、支援を行う。 

③ 鳥取県防災会議に参画し、知事のもと防災対策を図る。 
④ 災害時における透析医療の確保に向けて、透析にかかる災害医療コーディネーターを選定し 

適切な透析医療の提供に資する。 
⑤ 国民保護法による指定地方公共機関としての国民保護業務計画に基づき、武力攻撃や 

テロ発生時の国民保護医療に努める。 
⑥ 県内でＮＢＣＲ災害が発生した場合に備え、平素から関係機関相互の連携を図る。 

※「ＮＢＣＲ災害」とは、核(Ｎuclear)、生物剤(Ｂiological)、化学剤(Ｃhemical)及び 

放射能(Ｒadiological)による災害をいう。 

⑦ 万が一に備え、津波対策、放射能対策などの防災対策を図る。 
⑧ 「鳥取県医師会災害医療チーム」について検討を図る。 

 

 

（３）共同利用施設対策   【公２－②地域医療推進対策事業 】 

① 共同利用施設にかかる諸問題の検討等の対策を図る。 

 

 

（４）医師確保対策、女性医師対策、男女共同参画   【公２－②地域医療推進対策事業 】 
① 日本医師会女性医師バンク事業等と連携し、地域医療体制安定化のため、女性医師をはじめと 

した医師確保対策に取り組む。 
② 女性医師対策として講演会時の託児･保育システムなどを推進する。 
③ 鳥取大学医学部附属病院ワークライフバランス（ＷＬＢ）センターと連携して、女性医師の 

キャリアアップ、復職支援、相談事業などサポートを行う。 

※鳥取県ドクターヘリ運航連絡会議 
 

※鳥取県ＤＭＡＴ連絡協議会 

 

 

 

○救急･災害対策委員会 

 

 

 

※鳥取県防災会議 

※透析医療体制等についての 
意見交換会 

 

 

※鳥取県ＮＢＣＲ災害対処現地 

関係機関連絡会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇日医男女共同参画フォーラム 

（ 仙台市 2019.7.27 ） 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

④ 女性医師（女医）に役立つ情報を医師会報に「Joy しろうさぎ通信」として掲載し、女医に 
関わる様々な情報を共有、共感できる場を提供することにより、女医を心の面から支援する。 

⑤ 女性医師が生涯のライフステージに応じて活躍し、働き続けやすい環境を整備するために 
医療現場の課題や取り組みの工夫などの対応を検討する。 

⑥ 女性医師のキャリア形成、結婚･出産･育児などのライフイベントなどの悩みを抱える女性医師の 
交流、懇談を目的として「鳥取県女性医師の会」開催する。 

⑦ 鳥取県内の臨床研修病院の研修医等を対象とした「初期臨床研修医歓迎の夕べ」を開催し、 

医師会活動を説明するとともに、地域医療の確保に努める。 

 
 
（５）地域医療対策   【公２－②地域医療推進対策事業 】 

① 地域医療介護総合確保基金を活用した事業の推進を図る。 
② 地域医療構想の策定、保健医療計画の見直しに向けて対応を検討する。 
③ 地域医療体制の安定化を推進する。 
④ 在宅療養支援診療所の普及を推進する。 
⑤ 診診連携、病診連携、病病連携の推進を図る。 
⑥ 地域の小児等在宅医療の推進を図るとともに、人材養成のための講習会に会員を派遣する。 

 
 
（６）有床診療所対策   【公２－②地域医療推進対策事業 】 

① 有床診療所機能を有効に発揮し、地域のニーズに応える医療提供に努める。 
② 全国有床診療所連絡協議会、中国四国医師会連合有床診療所連絡協議会との連携を図る。 

 

 

８．地域保健の向上に関する事項  【公２】 

（１）健康診査管理指導事業対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 鳥取県健康対策協議会と共同で、がん対策を中心として以下の事業を実施する。 
(1)「がん登録等の推進に関する法律」が施行されたことから、更なるがん登録事業の推進、 

がん患者の追跡調査及び調査結果の解析 

(2) 各がん検診従事者講習会の開催 

(3) 各がん検診読影委員会及び細胞診判定委員会の連絡強化 

 

 

○女性医師支援委員会 

 

○鳥取県女性医師の会 

 

○初期臨床研修医歓迎の夕べ 

（ 米子市 2019.6.6 ） 

 

 

 

※鳥取県医療審議会 

※鳥取県地域医療対策協議会 

 

 

 

○小児在宅医療に関する人材養成講習会 

 

 

 

○鳥取県有床診療所協議会 

○全国有床診療所連絡協議会総会 

（ 高崎市 2019.7.27-28 ） 

 

 

 

 

※鳥取県がん対策推進県民会議 

※鳥取県がん診療連携協議会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

(4) 各がん検診精密検査医療機関の登録（胃、大腸、肺、肝臓、乳房、子宮） 
② 臨床検査精度管理事業を実施し、臨床検査値の標準化を図る。 
③ 鳥取県が実施する衛生検査所の立入検査、精度管理に協力する。 
④ 妊婦健康診査の検診回数の拡充（公費負担）に協力する。 

 

 

（２）特定健診・保健指導への対応   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 協会けんぽをはじめとする被用者保険と特定健診等にかかる集合契約を締結し、実施する。 

なお、１０月実施の消費税１０％への増税にかかる契約単価の対応については、増税前後で 

据え置くこととし、差額については税額計算上で調整する。 

② 特定健診にかかる各種の情報を伝達し、円滑な実施に努める。 

③ 特定健診の結果、費用請求等の電子化の代行入力を行なう。 

 

 

（３）地域保健活動の推進   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 母子保健･医療、新生児聴覚検査費助成事業、少子化対策事業などに協力する。 
②「総合周産期母子医療センター」の運営に協力する。 
③ 疾病構造の地域特性に関する調査、研究を行なう。 
④ 乳幼児･児童生徒の心臓検診を推進するとともに研修会を開催する。 
⑤「生活習慣病」対策の推進を図る。 
⑥ 在宅医療の推進のための実地研修事業を実施する。 
⑦ 禁煙指導医、禁煙講演医養成のための研修会を開催する。 
⑧ ニコチン依存症治療に関する情報提供を行うなど、禁煙指導を推進する。 
⑨ がん撲滅をめざす“がん征圧運動”に協力する。 
 
⑩ 子宮頸がん予防(ＨＰＶ)ワクチン、ヒブ(インフルエンザ菌ｂ型)ワクチン、小児用肺炎球菌 

ワクチンの予防接種事業に協力する。 

⑪ 本県の特性に沿った効果的なアレルギー対策を検討する。（委託事業） 

⑫ 子どもの頃からのがん予防教育の推進に努める。 

⑬ 難病対策の推進、新たな医療費助成制度にかかる指定医、指定医療機関の指定等に協力する。 

⑭ 市町村が実施主体である定期予防接種について、全県広域化を推進することにより、利便性を 

向上させ、接種機会の拡大を図り、感染症予防に資する。 

 

○臨床検査精度管理委員会 

※鳥取県精度管理委員会 

 

 

 

 

※鳥取県保険者協議会 

 

 

※鳥取県地域職域連携推進協議会 

 

 

 

 

※鳥取県母子保健協議会 

 

 

※若年者心疾患対策協議会 

 

 

 

○禁煙指導対策委員会 

※鳥取県がん征圧大会 

（ 倉吉市 2019.9.3 ） 

 

 

○アレルギー対策推進会議 

※鳥取県がん対策推進県民会議 

（子どもの頃からのがん予防教育推進 

部会） 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

 

（４）糖尿病対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

①「鳥取県･糖尿病医療連携登録医制度」を運営するとともに、県民が安心してかかりつけ医療機関 
で糖尿病の初期治療、専門医療機関へ紹介するなどの連携体制を構築し、広くホームページなど 
で広報する。 

② 講習会を開催し、糖尿病専門医以外の医師のレベルアップを目指す。 
③ 糖尿病療養指導に携わる医師をはじめとして看護師、管理栄養士などコメディカルの職種を 

対象とした研修会などを開催し、称号「糖尿病療養指導士」を付与し、糖尿病療養指導の資質 
向上に努める。 

④ 世界糖尿病デー（毎年１１月１４日）における「ブルーライトアップ」を実施し、県民への 
啓発を行なう。 

⑤ 鳥取県、鳥取県糖尿病対策推進会議、鳥取県医師会の３者で策定した「鳥取県糖尿病性腎症 
重症化予防プログラム」を周知し、各医療保険者とかかりつけ医や専門医との連携強化を図る。 

 
 
（５）環境対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 環境保全対策、医療廃棄物対策、地球温暖化防止対策を図る。 
② 在宅医療廃棄物処理ガイドラインを周知する。 
③ 放射能汚染対策を図る。 

 
 
（６）メンタルヘルス・自殺対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 地域におけるうつ病並びに自殺対策の事業に積極的に協力する。 
② 産業医研修会等を通じて、産業医活動の現場におけるメンタルヘルス分野の推進を図る。 
③ かかりつけ医の、うつ等精神疾患の診断技術の向上、及びかかりつけ医と精神科医との適切な 

連携の確保を図る。 
④ 「かかりつけ医と精神科医との連携マニュアル（第３版）」の積極的活用を呼びかけ、 
かかりつけ医の早期発見、専門医への紹介など日常診療の一助とする。 

⑤ 精神疾患のプライマリケア及び地域連携に関わる研修会を開催する。 
 
 
 

 

 

○鳥取県糖尿病対策推進会議 

○日本糖尿病対策推進会議総会 

 

 

〇鳥取県糖尿病療養指導士認定機構 
 

 

○ブルーライトアップ 

 

 

 

 

 

 

○日医廃棄物担当理事連絡協議会 

 

 

 

 

 

※鳥取県心といのちを守る県民運動 

 

○かかりつけ医と精神科医との連携会議 

 

 

 

○精神医療関係者研修会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

（７）麻薬対策   【公２－③地域保健向上事業 】 
① 麻薬事故防止対策、麻薬･覚せい剤乱用防止運動（麻薬･向精神薬の説明会、新入会員の指導） 

を展開する。 
② 麻薬の適正使用の促進を図る。 
③ 「鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例」の周知、該当事案の通報に協力する。 

 
 
（８）感染症対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 新型インフルエンザ、高病原性鳥インフルエンザを始めとする各種の感染症対策について 
県と連携して、対策の充実を図る。 

② 新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定する指定地方公共機関として、業務計画を作成 
するとともに、新型インフルエンザ等対策を図る。 

③ 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「特定接種」に関する医療機関の登録を 
推進する。 

④ 感染症サーベイランス、Ｂ型・Ｃ型肝炎対策、ＭＲＳＡ対策、院内感染対策の充実を図る。 
⑤ 各種予防接種医療機関を登録する。 
⑥ 結核など感染症の予防及び対策について県と協力して対応する。 
⑦ 児童･生徒を対象とした学校における結核対策の管理方針の検討について専門的な立場から 

対応する。 
⑧ 県との連携によりインフルエンザワクチンの安定供給に努める。 
⑨ 麻しん等集団発生時の対応についてのマニュアルシステムの構築に向けて検討する。 
⑩ 麻疹、風疹患者の発生状況報告制度を周知し、協力する。 
⑪ 国が打ち出した、風しん抗体保有率の低い世代を対象とした、無料の抗体価検査、ワクチンの 

定期接種化の事業に対し、医療機関のとりまとめなど積極的に協力する。 
 
 
（９）学校保健対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 「鳥取県医師会指定学校医制度」の運用を推進する。 
② 学校医･園医活動の強化を図る。 
③ 学校医･園医研修会を開催し、学校医･園医の資質向上を図る。 
④ 日本学校保健会発行の冊子「学校保健」を学校医･園医部会員へ配布し、学校保健の広報の 

充実を図る。 

 

※鳥取県薬物乱用対策推進本部会議 

 

 

 

 

 

 

○感染症危機管理対策委員会 

○日医感染症危機対策会議 

 

 

※鳥取県感染症危機管理対策協議会 

 

 

 

※鳥取県学校結核対策会議 

 

 

※鳥取県ワクチン流通等対策委員会 

※鳥取県麻しん対策会議 

 

 

 

 

 

 

○学校医･園医部会運営委員会 

（保育所嘱託医を含む） 

○学校医･園医研修会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

⑤ 鳥取県学校保健会との連携強化を図る。 
⑥ 日医学校保健講習会、母子保健講習会へ出席し、伝達講習を行なう。 
 
⑦ 全国学校保健･学校医大会へ出席する。 
 
⑧ 中国地区学校保健･学校医大会、中国四国医師会連合学校保健担当理事連絡協議会に参加し、 

学校保健に関する諸問題について協議、意見交換する。 
 
 
 

⑨ 県内全市町村が共同調達で導入する「学校業務支援システム」における学校保健分野の事業に 
協力する。 

⑩ 日本スポーツ振興センターとの連携を図り、センター事業に協力する。 
 
 
（１０）健康スポーツ医対策   【公２－③地域保健向上事業 】 

① 「日医認定健康スポーツ医」の認定審査、申請を行う。 
② 健康スポーツ医学再研修会を開催し、健康スポーツ医の資質向上を図る。 

 
 
（１１）産業保健対策   【公２－③地域保健向上事業】 

① 産業医活動の強化を図る。 
② 産業医研修会を開催し、産業医の資質向上を図る。 
③ 日医認定産業医の審査、申請を行う。 
④ 鳥取産業保健総合支援センター、鳥取労働局等と連携し、平成２７年１２月にスタートした 

ストレスチェック制度の円滑な施行について、事業所並びに労働者の健康相談事業等に協力する。 
 
 

 

 

 

※鳥取県学校保健会 

○日医学校保健講習会 

○日医母子保健講習会 

○全国学校保健･学校医大会 

（ 埼玉県 2019.11.2 ） 

○中国地区学校保健･学校医大会 

（ 広島市 2019.8.18 ） 

○中国四国医師会連合学校保健担当 

理事連絡協議会 

（ 高知県担当：広島市 2019.8.18 ） 

 

 

○日本スポーツ振興センター 

学校安全業務運営委員会 

 

 

○健康スポーツ医委員会 

○日医健康スポーツ医学講習会 

○健康スポーツ医学再研修会 

 

 

○産業医部会運営委員会 

○産業医研修会（３地区） 

○産業保健活動推進全国会議 

※鳥取県産業保健協議会 

※鳥取産業保健総合支援センター 

運営協議会.全体会議 

※鳥取県産業安全衛生大会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

９．保険医療の充実に関する事項  【公２】 

（１）医療保険制度対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 社会保障制度の抜本的改正対策を検討する。 
② 医療保険制度改革対策、国民健康保険制度の全県一本化に伴い、鳥取県が保険者協議会の 

構成員となったことに併せて、オブザーバー参加し専門的見地から助言を行なう。 
③ 小児特別医療費助成制度（１８歳まで）の周知、障害者自立支援制度改革への協力を図る。 
④ 社会保険診療報酬改定への対応を推進する。 
⑤ 後期高齢者医療制度の改正案の周知・徹底を図る。 
⑥ 在宅療養支援診療所の推進を図る。 
⑦ ジェネリック医薬品の利用促進について検討する。 
⑧ 県が策定した第３期鳥取県医療費適正化計画（2018 年４月～2024 年３月）の策定及び 

取組みの評価について意見を述べる。 
 
 
（２）医療保険対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 適正な保険請求に関する疑義等について検討を行う。 

② 請求事務適正化対策等の調査検討を行う。 

③ 保険医療機関の指導・監査等に立ち会う。 

 

④ 平成３０年４月、鳥取市が中核市へ移行したことに伴い新たに設置された鳥取市保健所が、生活 

保護法指定医療機関の指導を担当することになり、指導計画について、本会、東部医師会、県、 

鳥取市の４者で打ち合わせを行なう。 

⑤ 指導･監査等における指摘事項を医師会報へ掲載し、周知徹底を図り、適正な保険診療の推進を 

図る。 

⑥ 関係法令の周知と地区医師会との連絡強化を図る。 

⑦ 新規開業医療機関へ冊子『保険医入門』を配付し、適正な保険診療、保険請求に資する。 

⑧ 社保及び国保審査員の改選期にあたり、適任者を推薦する。 

 

 

（３）介護保険対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 介護保険の運営、介護保険報酬改訂の周知を図る。 

 

 

 

 

※鳥取県保険者協議会 

 

 

 

 

 

 

※鳥取県医療費適正化計画策定 

評価委員会 

 

 

 

○医療保険委員会 

 

○中国四国厚生局鳥取事務所との 

打合会 

○福祉監査指導課･鳥取市･東部医師会 

との打合会 

 

○社会保険指導者講習会 

 

 

 

 

 

 

 

○介護保険対策委員会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

② 介護支援専門員組織との連携を推進する。 
③ 介護保険事業計画の改正に伴う対策を図る。 
④ 地域支援事業(介護予防事業)に協力する。 
⑤ 療養病床再編計画の周知、推進を図る。 
⑥ 地域包括ケア体制を積極的に推進する。 
⑦ 平成３０年度に新設された介護医療院への対応を図る。 

 
（４）労災保険対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 鳥取労働局との連絡協調を図る。 
② 労災診療費算定実務研修会をＲＩＣ（労災保険情報センター）と共催する。 

 
 
（５）自賠責保険対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 自賠責保険診療費算定基準の推進を図る。 
② 自賠責保険診療費におけるトラブルの解決処理にあたる。 

 

 

（６）診療情報提供の推進   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 患者等からの求めに応じて提供する診療情報について適正な提供の推進を図る。 
② 日本医師会「診療情報の提供に関する指針」を周知するとともに実践の推進を図る。 
③ 医療相談窓口を設置し、県民からの相談にあたるとともに地区医師会相談窓口との連携を図る。 
④ 県の医療相談窓口「医療安全支援センター」との情報交換、連携を図る。 

 

 

（７）医療保険情報の周知徹底   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 健保、国保の疑義解釈などの医療保険関係情報を医師会報に掲載し、周知徹底を図る。 
② 新入会員への啓発研修を行う。 

 

 

（８）個人情報保護対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 法の規定による遵守すべき事項の周知を図り、個人情報の適正な取扱いに努める。 
② 個人情報の保護に関する法律が平成２９年５月３０日に全面施行されたことから、策定が予定 

※第６期鳥取県介護保険事業支援計画 

及び老人福祉計画策定･推進委員会 

 

 

 

 

 

 

※労災保険診療費審査委員会 

※労災診療協議会 

 

 

 

○鳥取県自動車保険医療指導委員会 

○鳥取県自動車保険医療連絡協議会 

 

 

 

○診療情報提供推進委員会 

 

 

※鳥取県医療安全推進協議会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

されている「医療･介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」の 
周知徹底を図り、個人情報の保護と適切な管理に努める。 

 
 
（９）医療保険関係団体との連絡調整   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 中国四国厚生局鳥取事務所、支払基金、国保連合会等との連絡強化を図る。 
・地方社会保険医療協議会鳥取部会、支払基金幹事会、基金･国保審査委員会など。 

② 県などの各種委員会ヘ委員等を派遣する。 
 
 
（１０）国民のための医療推進対策   【公２－⑤医療・介護保険対策事業 】 

① 「鳥取県国民医療推進協議会」を主宰するとともに構成団体相互の連携を図る。 

② 国民皆保険制度の堅持、国民のための医療を守るため、講演会等を開催する。 

③ ＴＰＰへの対応、控除対象外消費税の問題の解決などについて、関係団体をはじめ参画団体の 

の理解と協力を得て推進する。 

 

 

 

１０．医事法規の整備に関する事項  

（１）医療法改正対策   【公２－⑥医事法規対策事業 】 

① 改正医療法への対応を検討する。 

② 医療特区･医療ツーリズム･混合診療導入反対、国民皆保険制度堅持の運動を引き続き 

展開する。 

 

 

（２）母体保護法対策   【公２－⑥医事法規対策事業 】 

① 母体保護法指定医師の指定審査を行なう。 
② 指定医師の新規指定・更新の際に必須となる「母体保護法指定医師研修会」を開催する。 
③ 母体保護法指定における不服審査を行なう。 
④ 母体保護法に関する諸問題について周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○鳥取県国民医療推進協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○母体保護法指定医師審査委員会 

 

○母体保護法指定医師不服審査 

委員会 

○家族計画母体保護法指導者講習会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

 

１１．医療施設の整備に関する事項  【公２】 

（１）医療提供体制の確保対策   【公２－⑥医事法規対策事業 】 

① 病院、診療所の開設、基準病床数の変更について対応を図る。 

② 地域の医療提供体制に積極的に関与し、地域医療の安定を図る。 

③ 県立病院の運営に関して意見を述べる。 

 

 

 

１２．医業経営の安定、会員の福祉向上による国民の健康及び福祉の増進に関する事項  

（１）医業経営対策   【公２－⑦医業経営対策事業 】 

① 医業経営に関する情報提供を行う。（麻薬施用免許、生命保険、協力貯蓄、医師年金、 
日本医師従業員国民年金基金、医療機関企業年金基金、調査統計等） 

② 各種の税制対策に関する情報収集に努める。 
③ 控除対象外消費税の問題点を把握、理解し、解消に努める。 
④ 社会保険診療報酬に対する事業税非課税存続を求め、関係者への働きかけを強化する。 
⑤ 各種検診料、文書料等報酬の適正化を図る。 

 
 
（２）医事紛争対策   【公２－⑦医業経営対策事業 】 

① 日本医師会、地区医師会との連携を図り、医事紛争の早期解決処理にあたる。 
 
② 賠償責任保険、日医特約保険（２億円補償）の加入を推奨し、補償に備える。 
③ 「産科医療補償制度」の周知及び加入を推奨する。 
④ 医事紛争･医療安全に関する研修会を開催する。（ テレビ配信 2019.5.23 ） 

 
 
（３）看護職員対策   【公２－⑦医業経営対策事業 】 

① 看護職員養成対策の強化を図る。 
② 看護高等専修学校との連携強化、情報交換を図る。 

 

 

 

 

※鳥取県医療審議会、法人部会 

※鳥取県地域医療対策協議会 

※県立病院運営評議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○医事紛争処理委員会 

○中国四国医師会連合 医事紛争研究会 

（ 高知県担当：岡山市 2019.11.10 ） 

 

 

 

 

 

○看護高等専修学校連絡協議会 

※准看護師試験委員会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

③ 訪問看護ステーション、ナースセンター運営事業へ協力する。 
④ 「看護師等の届出制度」を周知するとともに協力する。 
⑤ 准看護師試験の外部委託への対応、情報収集等を図る。 

 
 
（４）勤務医、病院対策   【公２－⑦医業経営対策事業 】 

① 病院における勤務医の過重労働･疲弊などの諸問題の解消を支援する。 
② 鳥取県病院協会との連携強化を図る。 
③ 中国四国医師会連合勤務医特別委員会に参画し、勤務医にかかる諸問題等を検討する。 
④ 臨床研修病院と協力して勤務医（研修医）の入会を促進し、会員増強対策、部会活動の充実を 

図る。特に日本医師会医師賠償責任保険を勤務医へ広報するとともに、加入促進を図る。 
⑤ 医療安全、医事紛争などの勤務医の諸課題に対応する。 

⑥ 県・労働局委託の「医療勤務環境改善支援センター事業」を受託し、医療機関が勤務環境改善 

に向けた取り組みができるよう総合的に支援する。 

 
 
（５）医師国保組合との連携強化   【公２－⑦医業経営対策事業 】 

① 医師国保組合への加入推奨など、医師国保組合の事業運営に協力する。 
 
 
（６）損害保険、生命保険の団体業務の継続 【収 1－生命保険事業 】 

① 医師賠償責任保険、施設賠償責任保険、所得補償保険の募集を行う。 
（損保ジャパン日本興亜） 

② 勤務医会員の加入を推奨する。 
③ 日医特約保険（２億円補償）への加入を推奨する。（加入者数 231 名） 
④ Ｂグループ生命保険の募集を行う。（幹事会社：明治安田生命） 

 
 
（７）協力貯蓄制度の推進等   【他－会員福祉対策事業 】 

① 勤務医の第１０次協力貯蓄を推進する。（積立期間 27.5～32.4） 

② 独立行政法人福祉医療機構の業務の周知 
・施設整備資金融資の制度内容、融資利率などの情報提供を行う。 

※看護職員確保対策協議会 

※ナースセンター事業運営委員会 

 

 

 

 

○全国医師会勤務部会連絡協議会 

（ 山形市 2019.10.26 ） 

 

○勤務医委員会 

 

 

○医療勤務環境改善支援センター 

運営協議会  

○同推進委員会  

 

 

○鳥取県医師国民健康保険組合 

※中国四国ブロック協議会 

（ 米子市 2019.7.27 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 16 - 

事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

 
 
（８）会員福祉対策   【他－会員福祉対策事業 】 

① 「日本医師会医師年金」、「日本医師従業員国民年金基金」への加入を推奨する。 
② 鳥取県医療機関厚生年金基金は平成２８年３月２５日解散し、その後継制度として平成２８年 

４月１日発足した確定給付企業年金基金「鳥取県医療機関企業年金基金」との情報交換を図る。 
（31.01.31 現在の加入事業所数７２施設、加入員数 3,781 人） 

③ 「会員総会」を開催し、各種の表彰、鳥取医学賞講演、特別講演などを行う。 
・永年在任役職員表彰、医業５０年会員表彰、白寿･米寿･喜寿祝い贈呈 

 
④ 全国医師ゴルフ選手権大会へ選手を派遣する。 

 
 

 

 

１３．医師会相互の連絡調整に関する事項  

（１）日本医師会との連携強化   【公２－⑧医師会相互連絡調整事業 】 

① 日本医師会が主催する諸会議へ役員を派遣し、情報収集、連携強化を図る。 
 
 
 
 
（２）中国四国医師会連合との連携強化   【公２－⑧医師会相互連絡調整事業 】 

① 中国四国医師会連合各県との連携強化を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

○会員総会（ 2019.6.15 ） 

 

 

○第３回全国医師ゴルフ選手権大会 

（ 2019.5.4 岐阜関Ｃ.Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

○日医代議員会 

○都道府県医師会長協議会 

○日医各担当理事連絡協議会 

○日医の各委員会 

○日医医療政策シンポジウム 

 

○中国四国医師会連合総会 

（ 高知市 2019.9.28-29 ） 

○中国四国医師会連合各分科会 

○中国四国医師会連合常任委員会 

○中国四国医師会連合各種研究会 

○広島県医師会との懇談会 

（ 広島市 2019.5.19 ） 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

② 中国四国医師会連合主催の諸会議へ役員を派遣し、情報収集、意見交換、連携強化を図る。 
 
 
（３）地区医師会との連携強化   【公２－⑧医師会相互連絡調整事業 】 

① 当面する諸問題へ対応するため担当理事連絡協議会を開催し、問題点の共通認識、解決、 

連携強化を図る。 

② 各医師会事務局職員連絡協議会を開催し、職員相互の連携強化、親睦を図る。 

 

 

（４）情報ネットワークの推進   【公２－⑧医師会相互連絡調整事業 】 

① 鳥取県医師会のＩＴ化を推進する。 
② 地域医療情報ネットワーク「おしどりネット」の関係者との連携を図るとともに、ＮＰＯ法人 

設立に向けての対応、システム運営のあり方を検討する。 
③ 情報システムに関する講演会を開催する。 
④ 日本医師会テレビ会議システムへ参加する。 
⑤ 医療介護総合確保基金により更新導入したテレビ会議システムの積極的な活用を図る。 
⑥ 日本医師会電子認証センターと連携し、「医師資格証」の審査業務を行なう地域受付審査局 

（ＬＲＡ）を運営する。 
⑦ 国が 2020 年導入を目指す「オンライン資格確認」に向けて情報収集を図る。 

 
 
 

１４．その他に関する事項  

（１）行政との連携強化   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① 県福祉保健部等との連携を図り、種々の事業に参画し協力する。 
 
② 県教育委員会との連携を図る。 

・学校保健委員会への積極的参画など 
 
③ 警察との連携を図る。 

・７５歳以上の高齢運転者対策として改正された道路交通法に規定される、認知症のおそれの 

○各担当理事連絡協議会 

 

 

 

 

 

○各医師会事務局職員連絡協議会 

 

 

 

○情報システム運営委員会 

 

○医療情報研究会 

○日医医療情報システム協議会 

○テレビ会議システム運営小委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※医療懇話会 

※正規雇用１万人チャレンジ推進会議 

※教育委員会との連絡協議会 

 

 

※県警察本部との連絡協議会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

ある高齢者に対する「臨時適性検査」における医師の診断に協力するとともに広報に努める。 
・犯罪の解決に向けて警察からの捜査等の協力依頼に対応する。 
・猟銃等の所持許可にかかる診断書交付医療機関を登録する。 
・大規模災害時の検視、平時の警察業務への協力体制について検討する。 
・「警察活動に協力する医師の部会（仮称）」について検討する。 

④ 「児童虐待事案に係る鳥取県医師会･鳥取県･鳥取県警察の連携に関する協定」（28.11.17 締結）の 
内容について会員へ周知、徹底を図り、児童虐待の予防、早期発見並びに被害児童の安全確保に 
資する。 

⑤ 厚生労働省が児童虐待防止推進月間の行事として倉吉市において開催する「子ども虐待防止 
推進全国フォーラム」の企画、参加者等について協力する。 

⑦ 消費者被害防止のために関係機関の間で情報共有を行い、適切な支援等を行なうため、 
鳥取県消費生活センターが設置する「鳥取県消費者見守りネットワーク協議会」へ参画する。 

 
 
（２）関係団体との連携強化   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① 関係団体との連携強化を図る。 
② 人権文化センターとの連携を図り、主に医療を受けるかたの人権擁護活動を推進する。 

 
 
（３）四師会との連携   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① 四師会の連携強化を図る。 
② 医療保険対策の連携を図る。 
③ 鳥取県看護協会との連携を図る。 

 
 
（４）鳥取県医師会報の発行   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① 会員への情報伝達の主力をなす鳥取県医師会報の発行にあたり、取材活動の拡充、編集方針の 
検討、内容の充実等を図る。 

② 医師会報をホームページに掲載することにより情報発信の充実を図る。 
 
 
（５）広報の強化   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※子ども虐待防止推進全国フォーラム 

（倉吉市 2019.11.16-17 ） 

 

 

 

 

 

 

○鳥取県人権文化センター 

 

 

 

※四師会観桜会 

（ 当番：鳥取県看護協会 ） 

※鳥取県看護協会との懇談会 

 

 

 

○広報委員会 

○会報編集委員会 
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事業項目及び主な事業内容 会議・委員会等 

① 会員のメールアドレスを登録し、会員向けの情報伝達、広報を強化する。 
② 県民向けの広報活動を強化する。 
③ ホームページコンテンツの充実を図る。 

 
 
（６）報道機関など対外広報との連絡調整   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① 報道関係との連絡、各種団体対外広報との連携を図る。 
・医師会報、日医ニュース、その他各種資料の配布 

② 報道記者との懇談会を開催し、当面の地域医療情勢について幅広い理解を得る。 
③ 医師会活動のＰＲ、国民皆保険制度などの諸問題等について対外広報を強化する。 

 
 
（７）犯罪被害者支援対策   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① とっとり被害者支援センターの運営に協力する。 

② 鳥取県性暴力被害者支援協議会へ参画し、性暴力被害者への早期の適切な診療、医療的ケア 

などに資する医療関係者向けの研修会の開催などに協力する。 

 
 
（８）定款、諸規程の検討   【公２－⑨その他本会の目的を達成するための事業 】 

① 公益社団法人への移行に伴い定款、定款施行細則、その他諸規程について必要に応じ、随時、 
見直しの検討を行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※とっとり被害者支援センター 

※鳥取県性暴力被害者支援協議会 

 

 

 

 

○定款諸規程改正検討委員会 
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